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議案第１５２号 

   令和７年度さいたま市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、下記決算

を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

令和７年度さいたま市一般会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市食肉中央卸売市場及びと畜場事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市大宮駅西口都市改造事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市東浦和第二土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市浦和東部第一特定土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市南与野駅西口土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市指扇土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市江川土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市大門下野田特定土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

令和７年度さいたま市公債管理特別会計歳入歳出決算 
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議案第１５３号 

   令和７年度さいたま市水道事業会計決算の認定及び剰余金の処分について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和 

７年度さいたま市水道事業会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付し、 

及び同法第３２条第２項の規定により、令和７年度さいたま市水道事業会計未処分利

益剰余金の処分の議決を求める。 

  令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   
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議案第１５４号 

   令和７年度さいたま市病院事業会計決算の認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和

７年度さいたま市病院事業会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

  令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   
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議案第１５５号 

   令和７年度さいたま市下水道事業会計決算の認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和

７年度さいたま市下水道事業会計決算を別冊監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

  令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

 

-4-



 

議案第１５６号 

さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市消防関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市消防関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７４号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 
事務の種類 手数料の額 

１～３５ ［略］ 
３６ 液化石油ガス法

第３７条の３第１項

の規定による液化石

油ガス法第３６条第

１項の許可に係る貯

蔵施設又は特定供給

設備の完成検査 

３１，０００円に貯

蔵施設又は特定供給設

備（高圧ガス保安法第

２０条第１項若しくは

第３項又は同法第３９

条の１１第１項の規定 
による完成検査を受け、

又は自ら行い、同法第

８条第１号の技術上の

基準に適合していると

認められた液化石油ガ

スに係る施設（以下「

完成検査合格施設」と

いう。）であるものを

除く。）の数を乗じて

得た額と５，８００円

に完成検査合格施設で

ある貯蔵施設又は特定

供給設備の数を乗じて

得た額との合計額 
３７～４３ ［略］ 

 

事務の種類 手数料の額 
１～３５ ［略］ 
３６ 液化石油ガス法

第３７条の３第１項

の規定による液化石

油ガス法第３６条第

１項の許可に係る貯

蔵施設又は特定供給

設備の完成検査 

３１，０００円に貯

蔵施設又は特定供給設

備（高圧ガス保安法第

２０条第１項若しくは

第３項又は同法第３９

条の２２第１項の規定 
による完成検査を受け、

又は自ら行い、同法第

８条第１号の技術上の

基準に適合していると

認められた液化石油ガ

スに係る施設（以下「

完成検査合格施設」と

いう。）であるものを

除く。）の数を乗じて

得た額と５，８００円

に完成検査合格施設で

ある貯蔵施設又は特定

供給設備の数を乗じて

得た額との合計額 
３７～４３ ［略］ 
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附 則 

この条例は、令和８年１２月２１日から施行する。 
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議案第１５７号 

   さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

   さいたま市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

さいたま市放課後児童クラブ条例（平成１３年さいたま市条例第１７８号）の一部

を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当    

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

 ［略］ 
さいたま市立

栄和放課後児

童クラブ 

 ［略］ 

 ［略］ 
さいたま市立

海老沼放課後

児童クラブ 
 
 
 

 ［略］ 

 ［略］ 
さいたま市立

与野八幡放課

後児童クラブ 
 

 ［略］ 

［略］ 

別表（第２条関係） 
名称 位置 定員 

 ［略］ 
さいたま市立

栄和放課後児

童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

辻放課後児童

クラブ 

さいたま市南区辻

６丁目３番２８号 
５５人 

 ［略］ 
さいたま市立

海老沼放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

春野放課後児

童クラブ 

さいたま市見沼区

春野１丁目７番１

号 

４０人 

 ［略］ 
さいたま市立

与野八幡放課

後児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

大戸放課後児

童クラブ 

さいたま市中央区

新中里１丁目６番

２８号 

５０人 

［略］ 
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さいたま市立

与野南放課後

児童クラブ 
 
 
 

［略］ 

さいたま市立

大砂土放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

植水第二放課

後児童クラブ 
 

 ［略］ 

［略］ 
さいたま市立

慈恩寺放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

［略］ 
 

さいたま市立

与野南放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

馬宮放課後児

童クラブ 

さいたま市西区大

字西遊馬５３３番

地１ 

３０人 

さいたま市立

大砂土放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

中島放課後児

童クラブ 

さいたま市桜区中

島１丁目２８番１

号 

５０人 

さいたま市立

植水第二放課

後児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

城北放課後児

童クラブ 

さいたま市岩槻区

大字岩槻６６１９

番地 

７０人 

［略］ 
さいたま市立

慈恩寺放課後

児童クラブ 

 ［略］ 

さいたま市立

東岩槻放課後

児童クラブ 

さいたま市岩槻区

諏訪２丁目６番１

号 

４０人 

［略］ 
 

  

   附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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議案第１５８号 

さいたま市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

さいたま市認可地縁団体印鑑条例（平成１３年さいたま市条例第２０１号）の一部

を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （登録資格）  （登録資格） 
第２条 次の各号のいずれかに該当する者（以下「

代表者等」という。）は、認可地縁団体印鑑の登

録を受けることができる。 

第２条 次の各号のいずれかに該当する者（以下「

代表者等」という。）は、認可地縁団体印鑑の登

録を受けることができる。 
 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 
 ⑵ 地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第

２９号）第１８条の３第１項第６号に規定する

職務代行者 

 ⑵ 地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第

２９号）第１９条第１項第１号に規定する職務

代行者 
 ⑶～⑸ ［略］  ⑶～⑸ ［略］ 
  
 （印鑑の登録）  （印鑑の登録） 
第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該

登録申請者が当該認可地縁団体の代表者等である

ことを確認するとともに、当該認可地縁団体につ

き地方自治法施行規則第１８条の３第１項の規定

により作成された台帳（以下「地縁団体台帳」と

いう。）の記載事項並びに個人印鑑に係るさいた

ま市印鑑条例第６条第１項の印鑑登録原票の記載

事項及び印影と照合するほか、当該登録申請書に

記載されている事項その他必要な事項について審

査し、認可地縁団体印鑑登録原票（以下「印鑑登

録原票」という。）を作成して認可地縁団体の登

録をするものとする。 

第４条 市長は、前条の申請があったときは、当該

登録申請者が当該認可地縁団体の代表者等である

ことを確認するとともに、当該認可地縁団体につ

き地方自治法施行規則第２１条第２項の規定によ 
 り作成された台帳（以下「地縁団体台帳」という。

 ）の記載事項並びに個人印鑑に係るさいたま市印

鑑条例第６条第１項の印鑑登録原票の記載事項及

び印影と照合するほか、当該登録申請書に記載さ

れている事項その他必要な事項について審査し、

認可地縁団体印鑑登録原票（以下「印鑑登録原票

」という。）を作成して認可地縁団体の登録をす

るものとする。 
２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

-10-



 

議案第１５９号 

さいたま市景観条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市景観条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市景観条例の一部を改正する条例 

さいたま市景観条例（平成２２年さいたま市条例第２０号）の一部を次のように改

正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （届出を要する行為等）  （届出を要する行為等） 
第１５条 ［略］ 第１５条 ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 法第１６条第２項の条例で定める事項は、設計

又は施行方法のうち、その変更により同条第１項

の届出に係る行為が同条第８項各号に掲げる行為

に該当することとなるもの以外のものとする。 

４ 法第１６条第２項の条例で定める事項は、設計

又は施行方法のうち、その変更により同条第１項

の届出に係る行為が同条第７項各号に掲げる行為

に該当することとなるもの以外のものとする。 

  

 （届出を要しない行為）  （届出を要しない行為） 

第１６条 法第１６条第８項第１２号の条例で定め

る行為は、次に掲げるものとする。 

第１６条 法第１６条第７項第１１号の条例で定め

る行為は、次に掲げるものとする。 

 ⑴～⑹ ［略］  ⑴～⑹ ［略］ 

  

   附 則 

１ ［略］ 

   附 則 

１ ［略］ 

 （経過措置）  （経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市景観条例（

以下「新条例」という。）第１６条に定めるもの

のほか、法第１６条第８項第１２号の条例で定め

る行為は、次に掲げる行為とする。 

⑴・⑵ ［略］ 

２ この条例による改正後のさいたま市景観条例（

以下「新条例」という。）第１６条に定めるもの

のほか、法第１６条第７項第１１号の条例で定め

る行為は、次に掲げる行為とする。 

 ⑴・⑵ ［略］ 

３ ［略］ ３ ［略］ 
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   附 則 

 この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３号

）の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 
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議案第１６０号 

さいたま市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市都市公園条例の一部を改正する条例 

さいたま市都市公園条例（平成１３年さいたま市条例第２４４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

別表第４（第１９条、第３０条関係） 別表第４（第１９条、第３０条関係） 

公 
園

名 

公園施設

名 
区 
分 

利用料金 

摘 
要 

午
前 

午
後 

全
日 

時
間 

午
前
９
時
か
ら
午
後
零
時 

午
後
１
時
か
ら
午
後
５
時 

午
前
９
時
か
ら
午
後
５
時 

外
利
用
（
１
時
間
に
つ
き 

   ま
で 

ま
で 

ま
で 

）  

 ［略］ 
秋

葉

の

森

総

合

公

園 

公

園

施

設 

［略］        
野外施

設 
１区画１日につき ７

３０円 

［略］ 

 ［略］ 
 

公 
園

名 

公園施設

名 
区 
分 

利用料金 

摘 
要 

午
前 

午
後 

全
日 

時
間 

午
前
９
時
か
ら
午
後
零
時 

午
後
１
時
か
ら
午
後
５
時 

午
前
９
時
か
ら
午
後
５
時 

外
利
用
（
１
時
間
に
つ
き 

   ま
で 

ま
で 

ま
で 

）  

 ［略］ 
秋

葉

の

森

総

合

公

園 

公

園

施

設 

［略］    
野外施

設 
１基１日につき ７３

０円 

［略］ 

 ［略］ 
 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 
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附 則 

この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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議案第１６１号 

さいたま市給水条例の一部を改正する条例の制定について 

さいたま市給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

さいたま市給水条例の一部を改正する条例 

さいたま市給水条例（平成１３年さいたま市条例第２７８号）の一部を次のように

改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（工事の施行） 
第１０条 前条第１項の申込みに係る工事（以下「

給水装置工事」という。）は、管理者又は管理者

が法第１６条の２第１項の規定により指定をした

者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）

が施行する。ただし、災害その他非常の場合にお

いて、他の水道事業者（法第３条第５項に規定す

る水道事業者をいう。以下この項において同じ。

）又は他の水道事業者が法第１６条の２第１項の

規定により指定をした者が給水装置工事を施行す

る必要があると管理者が認めるときは、この限り

でない。 
２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者（

前項ただし書に規定する者を含む。次条第２項及

び第４２条第２項において「指定給水装置工事事

業者等」という。）が給水装置工事を施行する場

合は、あらかじめ管理者の設計審査（使用材料の

確認を含む。）を受け、かつ、工事しゅん工後に

管理者の工事検査を受けなければならない。ただ 

 し、管理者が別に定める給水装置工事については、

 この限りでない。 
３ ［略］ 

（工事の施行） 
第１０条 前条第１項の申込みに係る工事（以下「

給水装置工事」という。）は、管理者又は管理者

が法第１６条の２第１項の規定により指定をした

者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）

が施行する。 
 
 
 
 
 
 
２ 前項の規定により、指定給水装置工事事業者が

給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ管理 
 者の設計審査（使用材料の確認を含む。）を受け、

 かつ、工事しゅん工後に管理者の工事検査を受け

なければならない。 
 
 
 
 
３ ［略］ 

  
（給水管及び給水用具の指定） （給水管及び給水用具の指定） 
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第１１条 ［略］ 第１１条 ［略］ 
２ 管理者は、指定給水装置工事事業者等に対し、

配水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口

からメーターまでの工事に関する工法、工期その

他の工事上の条件を指示することができる。 

２ 管理者は、指定給水装置工事事業者に対し、配

水管に給水管を取り付ける工事及び当該取付口か

らメーターまでの工事に関する工法、工期その他

の工事上の条件を指示することができる。 
３ ［略］ ３ ［略］ 

  
（給水装置の基準違反に対する措置） （給水装置の基準違反に対する措置） 

第４２条 ［略］ 第４２条 ［略］ 
２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、

指定給水装置工事事業者等の施行した給水装置工

事に係るものでないときは、その者の水道の使用

の申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止

することができる。ただし、法第１６条の２第３

項ただし書の国土交通省令で定める給水装置の軽

微な変更であるとき又は当該給水装置の構造及び

材質がその基準に適合していることを確認したと

きは、この限りでない。 

２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が、

指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事

に係るものでないときは、その者の水道の使用の

申込みを拒み、又はその者に対する給水を停止す

ることができる。ただし、法第１６条の２第３項

ただし書の国土交通省令で定める給水装置の軽微

な変更であるとき又は当該給水装置の構造及び材

質がその基準に適合していることを確認したとき

は、この限りでない。 
３ ［略］ ３ ［略］ 

  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１６２号 

（仮称）さいたま市口腔保健センター等施設建設（建築）工事請負契約につい 

て 

（仮称）さいたま市口腔保健センター等施設建設（建築）工事について、下記のと

おり請負契約を締結したいので、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により

議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

１ 契 約 の 目的 （仮称）さいたま市口腔保健センター等施設建設（建築）工事 

２ 契 約 の 方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 １，５９２，０３３，３００円 

４ 契約の相手方 佐伯・中島特定共同企業体 

代表構成員 さいたま市北区日進町１丁目３１９番地 

株式会社佐伯工務店 

代表取締役 安藤 正浩 

構 成 員 さいたま市浦和区領家５丁目１２番２０号 

中島建工株式会社 

代表取締役 中島 道宏 
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議案第１６３号 

議決事項の一部変更について（特定事業契約（大宮区役所新庁舎整備事業）） 

平成２８年６月（５月繰上げ）議会において議決を得た大宮区役所新庁舎整備事業

の特定事業契約について（議案第９８号）、下記のとおり変更するため、民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）

第１２条の規定により議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「１９，７６５，０４２，１１４円」を「２０，２３９，５２２，８

４９円」に変更し、事業契約約款に定める方法の一部を別紙のとおり変更する。 
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（別紙） 

特定事業契約（大宮区役所新庁舎整備事業）の事業契約約款に定   

める方法の一部の変更 

変更後  変更前  

別紙４  サ ービス 購 入料の改定 方法（ 第

８１条関係）  

（１）物価変動に基づく改定  

（略）  

イ  施設 供用 開始後 （維持管 理・ 運営

期間）の改定  

（略）  

（イ）改定に用いる指標  

・  サ ービ ス購入 料 構成費 用毎 に、

次表 の＜ 指標 ＞に 示 す適 切な 指標

に基づき改定を行う。  

＜指標＞  

 構成  

費用  

使用する  

指標  

計算  

方法  

（略）  （略）  （略）  （略）  

サービ

ス購入

料５  

（略）  「地域別最

低賃金」埼

玉県／最低

賃金時間額

【円】（厚

生労働省）  

 

 

 

改定率

②  

サービ  （略）  「地域別最  改定率  

別紙４  サ ービス 購 入料の 改定 方法（ 第

８１条関係）  

（１）物価変動に基づく改定  

（略）  

イ  施 設供 用開 始後 （維持 管理 ・運 営

期間）の改定  

（略）  

（イ）改定に用いる指標  

・  サー ビス 購 入料 構成 費用 毎に 、

次表 の ＜指 標 ＞に 示 す適 切 な指 標

に基づき改定を行う。  

＜指標＞  

 構成  

費用  

使用する  

指標  

計算  

方法  

（略）  （略）  （略）  （略）  

サービ

ス購入

料５  

（略）  「毎月勤労

統計調査」

実質賃金指

数／事業規

模５人以上

／調査産業

計／現金給

与総額（厚

生労働省）  

改定率

②  

サービ  （略）  「毎月勤労  改定率  
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ス購入

料６  

 低賃金」埼

玉県／最低

賃金時間額

【円】（厚

生労働省）  

 

 

 

②  

・  改定の指標は、以下のとおりとす  

る。  

  (a) 「企業向けサービス価格指数」

建物サービス（日銀調査統計局）

及び「企業向けサービス価格指数  

」警備（日銀調査統計局）につい

ては、毎年１０月１日時点で確認

できる直近１年度間の指標の平均

を基にする。  

  (b) 「地域別最低賃金」埼玉県につ

いては、毎年１０月１日時点で公

表されている前年度の指標を基に

する。ただし、「地域別最低賃金  

」の指標を用いて行う初回の改定

については、令和６年度の指標を

基にする。  

・  改定方法については、上記 (a)(b)の

指標を前回改定時の指標で除した

商を改定率とし、各サービス購入

料を構成する業務費用毎に前回改

定後の支払額を基準に改定率を乗

ス購入

料６  

 統計調査」

実質賃金指

数／事業規

模５人以上

／調査産業

計／現金給

与総額（厚

生労働省）  

②  

・  改定の指標は、毎年１０月１日時

点で確認できる直近１年間の指標

の平均を基にし、次表の＜改定率

及び計算方法＞に示すとおり、各

サービス購入料を構成する業務費

用毎に前回改定後の支払額を基準

に改定率を乗じ、翌年度４月１日

以降の業務履行に対するサービス

購入料に反映させる。  
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じ、翌年度４月１日以降の業務履

行に対するサービス購入料に反映

させる。  

・  上記 (a)の指標は年度平均により算

出したものを比較することとし、

(b)の指標は年度の最低賃金時間額

【円】を比較することとする。  

・  前回改定時の指標に対して、今回

改定時の指標が３％以上変動した

場合に改定を行う。  

・  改定後のサービス購入料の円未満

の部分は、令和２年覚書別紙  ３

）のとおりとする。  

・  「サービス購入料５」及び「サー

ビス購入料６」の「地域別最低賃

金」の指標を用いて行う初回の改

定時に使用する前回改定時の指標

は、令和５年度の「地域別最低賃

金」埼玉県／最低賃金時間額【円

】とする。  

 

 

 

 

・  各指標はいずれも年度平均により

算出したものを比較することとす

る。  

 

・  前回改定時の指標に対して、今回

改定時の指標が３％以上変動した

場合に改定を行う。  

・  改定後のサービス購入料の円未満

の部分は切り捨てるものとする。  

 

・  事業契約の締結以降、サービス購

入料を改定していない費用につい

ては、事業契約締結日の属する年

度の１０月１日時点で確認できる

最新の指標を前回改定時の指標と

みなす。  

 

＜改定率及び計算方法＞  

 

改 定 率 ① の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ SPPI s - 1／ SPPI 0）  

改 定 率 ② の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ MW s - 1／ MW 0）  

t      ：改定年度  

s   ：改定に係る算定年度（改

＜改定率及び計算方法＞  

                  

改 定 率 ① の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ CSPI t - 1／ CSPI 0）  

改 定 率 ② の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ RWI t - 1／ RWI 0）  

t      ：改定年度  
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定年度の前年度）  

0      ：前回改定年度  

AP t     ：改定後のＡ業務のサービ

ス購入料  

AP 0     ：前回改定後のＡ業務のサ

ービス購入料  

SPPI s - 1：算定年度の前年度の企業

向 け サ ー ビ ス 価 格 指 数

（１年度間の平均）  

SPPI 0   ：前回改定時の基礎となっ

た企業向けサービス 価格

指数（１年度間の平均）  

 

MW s - 1   ：算定年度の前年度の地域

別最低賃金（埼玉県）（た

だし、「地域別最低賃金」

の指標を用いて行う 初回

の改定時は、令和６ 年度

の地域別最低賃金（ 埼玉

県））  

MW 0     ：前回改定時の基礎となっ

た地域別最低賃金（ 埼玉

県）（ただし、「地 域別

最低賃金」の指標を 用い

て行う初回の改定時 は、

令和５年度の地域別 最低

賃金（埼玉県））  

 

 

 

0      ：前回改定年度  

AP t     ：改定後のＡ業務のサービ

ス購入料           

AP 0     ：前回改定後のＡ業務のサ

ービス購入料  

CSPI t - 1：改定時前年度の企業向け

サービス価格指数（直近

１年間の平均）  

CSPI 0   ：前回改定時の基礎となっ

た企業向けサービス価格

指数（直近１年間の平均

）  

RWI t - 1 ：改定時前年度の実質賃金

指数（直近１年間の平均

）  

 

 

 

 

RWI 0    ：前回改定時の基礎となっ

た実質賃金指数（直 近１

年間の平均）  
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（２）金利変動に基づく改定  

（略）  

イ  基準金利確定日以降の金利変動に

基づく改定  

（略）  

基準 金利 見直 し時 に おけ る基 準金

利は、令和１１年（２０２９年）４月

１日の ２営 業日前 の 午前１ ０時 現在

の東京 スワ ップレ フ ァレン スレ ート

（ＴＳ Ｒ） として Ｊ ＰＴＳ ＲＴ ＯＡ

＝ＲＦ ＴＢ に掲示 さ れてい るＴ ＯＮ

Ａベー ス１ ０年物 （ 円－円 ）の 金利

スワップレートとし、改定手続きは、

「 ア  基 準 金 利 確 定 日 に お け る 改

定」と同様とする。  

（２）金利変動に基づく改定  

（略）  

イ  基準金利確定日以降の金利変動に

基づく改定  

（略）  

基準 金 利見 直 し時 に おけ る 基準 金

利は 、平 成４ １ 年４ 月１ 日の ２営 業

日前 の午 前１ ０ 時現 在の 東京 スワ ッ

プレ ファ レン ス レー ト（ ＴＳ Ｒ） と

して テレ レー ト １７ １４ ３ペ ージ に

掲示 され てい る ６ヶ 月Ｌ ＩＢ ＯＲ ベ

ース １０ 年物 （ 円－ 円） の金 利ス ワ

ップレートとし、改定手続きは、「ア  

基準 金利 確定 日 にお ける 改定 」と 同

様とする。  
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議案第１６４号 

議決事項の一部変更について（さいたま市立原山小学校東校舎（普通教室棟）

改築（建築）工事請負契約） 

令和８年２月議会において議決を得た請負契約について（議案第６５号）下記のと

おり変更するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に 

関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第２条の規定により議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「５４６，７００，０００円」を「５５５，９２９，０００円」に変

更する。 
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議案第１６５号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 消防ポンプ自動車 ２台 

２ 取 得 先 東京都港区芝５丁目３６番７号三田ベルジュビル１９階 

株式会社モリタ東京支店 

支店長 岡本 直彦 

３ 取 得 価 格 ９６，８００，０００円 

４ 取 得 理 由 火災現場における消火活動に充てるため。 
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議案第１６６号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 小型水槽付消防ポンプ自動車 ２台 

２ 取 得 先 東京都港区芝５丁目３６番７号三田ベルジュビル１９階 

株式会社モリタ東京支店 

支店長 岡本 直彦 

３ 取 得 価 格 １２３，８６０，０００円 

４ 取 得 理 由 火災現場における消火活動に充てるため。 
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議案第１６７号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 消防団消防ポンプ自動車 ７台 

２ 取 得 先 さいたま市南区辻４丁目１８番１０号 

        埼玉消防機械株式会社中央支店 

        支店長 髙橋 怜 

３ 取 得 価 格 １７４，７９０，０００円 

４ 取 得 理 由 火災現場における消火活動に充てるため。 
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議案第１６８号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 救急自動車 ３台 

２ 取 得 先 さいたま市中央区下落合６丁目１番１８号 

埼玉トヨタ自動車株式会社新車特販部 

部長 田部井 卓  

３ 取 得 価 格 １２４，４７６，０００円 

４ 取 得 理 由 救急現場における救急活動に充てるため。 
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議案第１６９号 

財産の取得について 

下記のとおり財産を取得するため、さいたま市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４８号）第３条の規定に

より議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

１ 物件の表示 教職員用端末 ７，４００台 

２ 取 得 先 東京都江東区東陽２丁目３番２５号 

株式会社内田洋行 営業支援統括グループ 

取締役常務執行役員営業支援統括グループ統括 小柳 諭司 

３ 取 得 価 格 １，２０７，８００，０００円 

４ 取 得 理 由 現行の教職員用端末の賃貸借期間満了に伴い、新たに教職員用端末

を取得し、さいたま市立小学校等に配置するため。 
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議案第１７０号 

さいたま市の特定の事務を取り扱わせる郵便局の指定の取消しについて 

平成１９年１２月議会において議決を得たさいたま市の特定の事務を取り扱わせる

郵便局の指定について（議案第１９２号。平成２４年１２月（１１月繰上げ）議会（

議案第１９０号）において議決を得て一部変更）、下記のとおり取り消すため、地方 

公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成１３年法律第１２ 

０号）第３条第５項後段において準用する同条第３項の規定により議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

 次の表に掲げる郵便局の指定を令和９年５月３１日をもって取り消す。 

郵便局の名称 

指扇駅前郵便局 浦和神田郵便局 

大宮清河寺郵便局 浦和栄和郵便局 

大宮郵便局 浦和白鍬郵便局 

大宮吉野町郵便局 浦和領家郵便局 

大宮盆栽町郵便局 浦和曲本郵便局 

大宮奈良郵便局 浦和大谷口郵便局 

大宮北袋郵便局 美園郵便局 

大宮三橋一郵便局 浦和代山郵便局 

大宮三橋四郵便局 岩槻和土郵便局 

大宮南中野郵便局 岩槻上野郵便局 

与野大戸郵便局 川通郵便局 

与野円阿弥郵便局 慈恩寺郵便局 

与野鈴谷郵便局 岩槻西原郵便局 

浦和大久保郵便局  

 

 

-30-



議案第１７１号 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり市

道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議決を求める。 

  令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 
 
延  長 

   ｍ 

 
幅 員 

  ｍ 
起   点 終   点 重要な経過地 

Ｌ第１３８７号線 84 47 

 

0 

 

 

90 

 

さいたま市緑区大字

三室字北宿２１７２

番１地先 

さいたま市緑区大字

三室字北宿２１８５

番１地先 

 

Ｎ 第 ６ ３ ２ 号 線 402 02 

6 

～ 

10 

50 

 

00 

さいたま市緑区大字

大崎字薬師前４８９

番１地先 

さいたま市緑区大字

大崎字薬師前７９１

番３地先 

 

２ ２ ６ ２ ３ 号 線 21 94 

 

4 

 

 

00 

 

さいたま市見沼区大

字東門前字本村２２

５番７地先 

さいたま市見沼区大

字東門前字本村２２

４番２地先 

 

２ ２ ６ ２ ４ 号 線 61 88 

 

4 

 

 

00 

 

さいたま市見沼区大

字東門前字本村２３

５番２２地先 

さいたま市見沼区大

字東門前字本村２３

５番２９地先 

 

３ ２ ９ ８ ２ 号 線 63 57 

 

4 

 

 

00 

 

さいたま市北区奈良

町４２番２０地先 

 

さいたま市北区奈良

町４２番３３地先 

 

 

４ ５ １ ３ 号 線 74 02 4 50 

さいたま市岩槻区府

内二丁目４５番２２

地先 

さいたま市岩槻区府

内二丁目４５番１５

地先 
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議案第１７２号 

   市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を廃止することについて、同条第３項の規定により議決を求める。 

  令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 
 

路  線  名 

 

延  長 

   ｍ 

 

幅 員 

  ｍ 

起   点 終   点 重要な経過地 

Ｌ 第 ２ ２ ０ 号 線 177 85 0 90 

さいたま市緑区大字

三室字北宿２１７２

番１地先 

さいたま市緑区大字

三室字北宿２１９１

番１地先 

 

Ｌ 第 ２ ９ ４ 号 線 33 70 1 20 

さいたま市緑区大字

三室字東宿１９８７

番１地先 

さいたま市緑区大字

三室字東宿１９８７

番１地先 

 

Ｎ 第 ５ ８ ６ 号 線 565 88 

6 

～ 

10 

50 

 

00 

さいたま市緑区大字

大崎字薬師前４８９

番１地先 

さいたま市緑区大字

大崎字熊の下７１３

番２地先 
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凡 例

認 定 路 線

起点 終点

起点 終点

廃 止 路 線

Ｌ ＝ 延 長 Ｗ ＝ 幅 員
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参 考 案 内 図

Ｌ第１３８７号線認定
L=84.47m W=0.90m

さいたま市立病院

Ｌ第２２０号線廃止
L=177.85m W=0.90m
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参 考 案 内 図

クリーンセンター大崎

浦和くらしの博物館民家園
念仏橋

Ｎ第５８６号線廃止
L=565.88m

W=6.50m～10.00ｍ

Ｎ第６３２号線認定
L=402.02m

W=6.50m～10.00ｍ
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参 考 案 内 図

２２６２３号線認定
L=21.94m W=4.00m

東門前交差点

２２６２４号線認定
L=61.88m W=4.00m
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参 考 案 内 図

３２９８２号線認定
L=63.57m W=4.00m

大宮北高等学校
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参 考 案 内 図

４５１３号線認定
L=74.02m W=4.50m

４１２４号線
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参 考 案 内 図

Ｌ第２９４号線廃止
L=33.70m W=1.20m

三室小学校

三室中学校
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議案第１７３号 

   人事委員会委員の選任について 

 さいたま市人事委員会委員に下記の者を選任したいので、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により同意を求める。 

  令和８年９月２日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
大谷部 雅典 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第１７４号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。 

  令和８年９月２日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
木村 栄二 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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議案第１７５号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。 

  令和８年９月２日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇 

丸山 雅夫 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

-42-



議案第１７６号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。 

  令和８年９月２日提出 

                      さいたま市長 清 水 勇 人   

記 

住   所 氏   名 生 年 月 日 

〇〇〇〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
鈴木 洋子 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 
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